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第１章 はじめに 
筆者は 1997 年に（株）東芝に入社以来、一貫して防衛関連事業に携わってきた。近年厳

しさを増す安全保障環境に確実に対応できるよう防衛生産基盤を強くするためには、現状

の国の対策では不十分であると感じている。ではどんな対策をとれば良いのだろうか。この

疑問を解明したいと考えたことが本研究の動機である。 
 本論文の構成を図表 1 に示す。 

図表 1 本論文の構成 

 
（注）若林ゼミで実施した国家安全保障を題材にした研究会。経産省、防衛省、自衛隊幹部及び OBの方も多数参加。 
第２章 研究の背景と目的 
 防衛予算の増額や個別事業の利益率の改善といった国の各種施策は推進されているが、

防衛産業における課題は山積している。図表 2 に課題の整理結果を示す。 
図表 2 防衛産業における課題 

 
一方、現在の国内向け防衛支出は図表 3 に示すとおり、急激に伸びている。これにより

防衛関連企業各社は独自に防衛事業拡大路線を取っており、直近で業界再編の動きがでる

実施内容 提言先
ケーススタディ
（国内外の業界団体）

・法律調査
・ケーススタディ
（一般社団法人）

国／
業界
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よる部素材メーカ支
援

ケーススタディ
（半導体業界） 他産業における先行研

究の調査・分析
国／
業界

研究情報共有による
民生技術の取り込
み支援

・有識者インタビュー
・ケーススタディ
（ウクライナ侵攻）

他産業における先行研
究の調査・分析

国／
業界

・経営重心アプローチ
・研究サロン（注）

・防衛技術移転三原
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可能性は極めて低い。三菱重工の防衛事業計画を図表 4 に示す。こうした状況から近年指

摘されてきた業界再編を前提とした施策は実現性に乏しいと言わざるを得ない。 

  
 
 
 
 

 
図表 3 防衛支出の国内外内訳     図表 4 三菱重工の防衛事業計画 

そこで本研究では「新たな地政学リスク時代における防衛産業の変革を実現し競争力を

強化するために、産官学と金融面で取り組むべき条件は何か」を問うものとする。 
第３章 先行研究 
防衛産業強化のための具体的な施策を研究した論文として西田や守田の先行研究[2][3]が

ある。西田や守田は日本の防衛産業について「利益が上げられず装備品市場から民間企業が

撤退している」「防衛関連企業の防需率が低い」等の課題を挙げ、課題解決において垂直／

水平統合といった業界再編を仮説とし、ケーススタディによる分析を行い、統合までの具体

的なプロセスを提唱している。しかし両氏の研究はあくまで業界再編を前提としたもので

あり、業界再編が起きない場合についての言及はない。また日本の防衛産業の弱みについて

取り上げた論文は多いが、強みについて分析した研究はない。 
一方業界は異なるが原発プラットフォームを提唱し、原子力発電業界全体で利益を上げ

る仕組みを研究した亀井の[4]がある。原発産業と防衛産業には類似性があり、プラットフ

ォームの考え方は防衛産業においても参考となる。 
防衛費の資金調達については小野の先行研究[5]があり、防衛装備品の取得費や人件費、弾

薬費に関する資金調達方法を論じている。しかしデュアルユースを目的とした研究費等、近

年登場してきた新たな用途についての言及はない。 
第４章 課題の対策案（仮説） 

4.1 「技術・事業戦略」に関する仮説 

２章であげた技術・事業戦略に関する課題と対策案（仮説）の関係性を図表 5 に示す。 
図表 5 技術・事業戦略の課題と対策案（仮説）の関係 

 

　　　　　　　　     　　　　　対策の区分
課題

新たな業界団体を設立し
官民連携で実施すべき活動 官側に求められる新たな活動 企業で実施すべき新たな活動

①防衛装備品が少量多品種であるた
め、部素材メーカにとって設備投資や資
金調達が重荷

【活動４】システム製品のディスアグ
リゲーションを行い、コンポーネント
事業を推進することによる市場拡大

②国が直接、部素材メーカを含むサプラ
イチェーン全体に働きかけることは困難で
あり、施策の適用拡大に時間がかかる

－

③防衛装備品の中長期の技術開発に
おけるリードタイム短縮のための施策が不
十分

－

④防衛装備品の短期の技術開発のた
め、スタートアップの技術を取り込む仕組
みが不十分 －

⑤防衛装備品取得のための調達方式
が、防衛関連企業の強みを活かせる仕
組みになっていない

企業間の適切な競争及び共創マインドを醸成
するため、各企業の技術力評価や過去の事業
の実績に基づくチーミング評価を行う。

【活動３】新たな業者選定方式
や装備品の取得方式の採用 －

【活動１】装備品情報共有による部素材メー
カ支援
防衛装備品の情報を共有するプラットフォームを
構築し、部素材メーカを中心に各種情報の提
供、投資支援の窓口対応、防衛産業への進出
支援を行う。

・業界団体への積極的な装備品
情報供
・輸入品の国産化推進による市
場規模拡大支援

【活動２】研究情報共有による、民生技術の
取り込み支援
研究情報共有プラットフォームを構築し、２つの
機能を整備する。
・短期技術要求とスタートアップ企業保有技術
とのマッチングによる最新技術の取り込み支援
・他省庁研究所との連携強化による、中長期の
技術開発促進の支援

・業界団体との技術要求の共有
・スタートアップの技術を受け入れ
る体制構築

出所：財務省 財政制度分科会資料より抜粋 出所：[1]より抜粋 
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図表 5における太線枠内の 4つの活動について、第 6章～7章において有効性の確認及

び具体化／提言検討を行った。 
4.2 「資金調達戦略」に関する仮説 

国から防衛産業に対する適切な支援額を明らかにするにあたり、防衛産業はインフラ産

業の一種であるという前提を置き、以下の仮説を立てた。 
 国がインフラ産業に出資する場合、国の出資率とインフラ企業の利益率に相関性が

あり、企業が安定的に利益を上げられる出資率が導出できる。 
本仮説は国の出資率は資本コスト（＝株主が利益を求める圧力）に影響するという考え

方に立ったものであり、利益率として ROEを用いた。 

また防衛費の資金調達方法に関する仮説として、「防衛費を用途別に分解した場合、それ

ぞれに適切な資金調達方法がある」という仮説を立てた。本研究では図表 6に示すとおり、

近年新たに発生した用途を対象とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 

図表 6 防衛費の用途別の調達方式と本研究の範囲 
第５章 仮説の有効性確認と提言検討方法 

 仮説の有効性確認と具体化及び提言検討の方法を図表 7 に示す。 
図表 7 仮説の有効性確認／具体化検討の実施方法 
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第６章 仮説の有効性確認結果 

6.1 新たな業界団体の設立に関するケーススタディ 

官と連携する機能を業界団体に持たせることが有効か、ケーススタディにより確認を行

った。ケーススタディでは防衛業界と関連性が深い団体を選び、国内事例として JADI（日

本防衛装備工業会）及び SJAC(日本航空宇宙工業会)を調査した。海外事例としてはフラン

スの GIFAS(フランス航空宇宙工業会)について調査した。GIFAS を調査対象とした理由は、

①フランスの軍事支出が日本と同規模であること、②フランスではイギリスの BAE のよう

に突出した軍需専業メーカがおらず、軍需産業において中心的な役割を果たしている企業

が日本と同様に民需も行っていること、の２点である[6]。調査結果を図表 8に示す。日本の

業界団体に比べ GIFASでは積極的に政府と連携した取り組みを実施していることが分かる。

また近年フランスの航空宇宙産業は売り上げを順調に伸ばしており、EU のサプライチェー

ンでも存在感を示している[7]。こうした調査結果から、業界団体の積極的な取り組みは日本

の防衛産業でも有効な施策であると考えられる。 

図表 8 JADI、GIFAS、SJACの活動内容比較 

 
 
6.2 装備品情報共有による部素材メーカ支援 

半導体業界のケーススタディを行い、防衛産業においても部素材メーカに着目した国の

支援策が必要なことを示した。 
6.3「研究情報共有による民生技術の取り込み支援」に関する調査 

中長期の技術開発促進の課題解決案として挙げた「他省庁研究所との連携強化」の有効性

確認を行った。確認においては、NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の研究と防

衛省ファンディングの両方を経験した研究者にインタビューを実施した。 
その結果、研究情報を共有する仕組みを構築し、装備品開発に必要な技術と民生技術研究

※4 章で業界団体に備えるべきとした機能 ◎︓十分に備えている、〇︓ある程度備えている、△︓一部備えている、×︓なし 

出所：各団体の HP情報を元に筆者作成 
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とのマッチングを行い、研究の受け渡しを支援する機能は有効であることを確認した。特に

民生技術研究から防衛装備品研究に受け渡す機能が重要であることが分かった。 
6.4 新たな装備品取得方式に関するケーススタディ 

新たな装備品取得方式を検討するため、米軍の装備品開発のケーススタディを行った。結

果を図表 9 に示す。米国の装備品開発では、あるフェーズまで複数メーカが並行で開発し、

その後、業者をセレクトする方式を採用していることが多い。 
図表 9 米国の装備品開発の事例 

 
複数社と契約し技術やアイデアを競わせることにより、発注者はよりニーズにマッチし

た装備品の入手が可能となる。更に契約する企業を 1 社に絞らないことから、企業の技術

力の育成を図ることができる。こうした調達方式は日本でも有効であると考えられる。 
6.5 コンポーネント事業等の推進による防衛装備品市場拡大に関する有効性確認 

本項では日本の防衛産業において国際競争力のある製品の有無について、「技術改善のサ

イクルの確立度」と「ジャパンストライクゾーンの適合度」の２軸で分析を行った。その結

果を図表 10 及び図表 11 に示す。ここで技術改善のサイクルとは、防衛装備品が実運用に

おける技術的課題のフィードバックを受け改善を行うサイクルを示し、ジャパンストライ

クゾーンは若林の経営重心の理論[9]による。 
分析の結果、日本の防衛関連企業は、直近は監視システムのコンポーネント（モジュール）

の事業化に注力する戦略が良いという結論となった。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図表 10 装備品とジャパンストライクゾーン   図表 11 防衛産業の強みのマッピング 

6.6 国の出資率とインフラ企業の ROEの相関性確認結果 

仮説の有効性確認のため、各国の公的機関のインフラ企業に対する出資率と企業の ROE

出所：[8]から筆者作成 

 

出所：筆者作成 

 

出所：[9]を参考に筆者作成 
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を調査・分析した。プロットに対し２次の多項式近似をとったところ R2乗値は約 0.8であ

り、両者には相関性があると言える。分析結果を図表 12に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 国(公的機関）の平均出資率と平均 ROE の関係 

6.7 防衛費の用途別の資金調達方法に関するケーススタディ 

防衛費の用途別の資金調達で、本研究の対象とするのは以下の 3 項目である。 
 装備品の生産基盤強化費 
 民間と共通的な技術をベースとした事業（宇宙・サイバー） 
 デュアルユースを目的とした研究ファンド 
上記用途に対し３つの財源についてケーススタディを行った。結果を図表 13に示す。 

図表 13 用途別資金調達のケーススタディまとめ 

 
第７章 仮説の具体化検討／提言 

7.1 業界団体の形態 

法律調査等の結果から、一般社団法人の形態のまま JADI を大幅に機能強化する形で、本

研究で提言する業界団体は実現できると考える。業界団体のリソース（人材、資金）確保の

実装例を図表 14、15 に示す。 

   

図表 14 業界団体の人材確保        図表 15 業界団体の運営資金 

出所：各企業のアニュアルレポート等から筆者作成  

出所：筆者作成 

 

出所：筆者作成 

 

出所：筆者作成  
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7.1.1 装備品情報共有プラットフォームの構築 
亀井の[4]を参考に、国の支援策を部素材メーカ中心にサプライチェーン全体に行き渡ら

せる機能を持つプラットフォームの具体化検討を行った。実装例を図表 16 に示す。 

 

図表 16 防衛装備品情報共有プラットフォームの実装例 
7.1.2 研究情報共有プラットフォームの構築 
亀井の[4]を参考に、6 章の調査結果に加え、短期の技術目標に対するスタートアップ企

業との連携支援機能を取り込んだプラットフォームの具体化検討を行った。実装例を図表

17 に示す。 

 
図表 17 研究情報共有プラットフォームの実装例 

7.2 新たな装備品取得方式 

 ６章の仮説の有効性確認結果と将来の戦い方としてモザイク戦[20]を考慮し、装備品取得

方式の比較結果を図表 18に示す。太枠で示す方式が本研究で提言する方式である。 

 なお提言方式についてコスト分析を行った結果、ライフサイクルコストが従来方式に比

べ 20％以下のコスト増になる試算となった。コストパフォーマンスの観点でも十分に成立

すると考える。 

 

 

 

出所：筆者作成  

出所：筆者作成  



2024 年度 グラデュエーションペーパー予稿 8823231 杉田屋友敦 

8 
 

図表 18 防衛装備品の取得方式比較 

 
7.3 防衛装備品市場拡大のための具体的な施策 

6章で検討した日本の防衛装備品の強み分析の結果と昨年実施された防衛装備移転三原

則及び運用指針の見直し[21]を踏まえ、防衛装備品市場拡大のために日本の防衛関連企業が

取るべき具体的な施策を図表 19 にまとめた。太線枠内が本研究で提言する内容である。 

図表 19 防衛装備品市場拡大のための防衛装備移転関連施策まとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 

7.4 国の防衛産業に対する適切な支援額と防衛費の用途別の調達方式 

6.5 項において導出した出資率(30%)を用いて国の防衛産業に対する適切な出資額 2.2 兆

円を算出した。 

また 6.6 項では装備品の生産基盤強化費等の３つの用途について、新たな資金の調達方

法のケーススタディを行い採用の可能性を明らかにした。本項では生産基盤強化費につい

て、ＧＸ経済移行債のスキームを適用する場合の具体化を行った。結果を図表 20 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表 20 GX 経済移行債のスキームを生産基盤強化費に適用した場合 

出所：筆者作成  

出所：筆者作成  

出所：筆者作成  
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第９章 まとめと今後の課題 
9.1 まとめ 

本研究では、防衛力抜本的強化時代における防衛産業の課題を整理し、国及び業界への提

言を目的として解決策の研究を行った。この際、防衛業界の現状を分析し、直近では防衛業

界の再編がないことを考慮した。本研究の成果を以下に示す。 
（１）防衛産業の強化に新たな業界団体の設立が有効であることを確認するとともに、業界

団体が整備すべき機能として装備品と研究の情報共有プラットフォームを挙げ実装例

を提示した。業界団体を活用するというアイデアは本研究の新規性であるが、具体的な

実装要領を提示することで現実解であることを示すことができた。 
（２）新たな装備品取得方式を検討し、将来の戦い方としてモザイク戦を想定し、「同じコ

ンセプトの装備品を 2 チーム 2 機種取得する方式」を提言としてまとめた。同時に２

機種開発すべきという提言は新規性の高い内容であるが、コスト試算の結果、本方式が

コストパフォーマンスの観点でも十分に成立することを示した点は大きな成果である。 
（３）防衛装備品市場拡大のため、日本の防衛産業の強みを「技術改善のサイクルの確立度」

と「ジャパンストライクゾーンの適合度」の２軸で整理し、足元では監視システムのコ

ンポーネント事業への注力が有力という結論を出した。国際市場において競争力があ

る日本の防衛装備品があるという議論自体、先行研究にはなく、オリジナリティが高く

かつ実践に役立つアプローチであると言える。 
（４）国の出資率と企業の利益率の相関性があることを明らかにし、国から防衛産業への適

切な支援額を算出した。国の出資率が企業の利益率に影響するという結論は先行研究

にはなく学術的な意義は大きいと考える。また防衛費の用途別の調達方法を検討し、項

目毎に新たな調達方法との適合性について明らかにした。 
9.2 今後の課題 

（１）研究課題 
本研究では、防衛研究と民生研究との間で研究を受け渡す仕組みを提言したが、これは２

チームへのヒヤリング等を元に検討しておりサンプル数が少ない。機能の実装に向けて更

に広く意見を収集する必要がある。また 10 社 8 年間の業績を元に国の出資率と企業の ROE
の相関性を導き出したがデータが限定的である。詳細な分析を行うためには国や期間、企業

数を増やす必要がある。 
更に防衛分野の情報共有については情報保全が非常に重要であり、提案する機能を実装

するためには新たな制度や仕組みが必要となると考えられる。 
（２）防衛産業強化を実践するための課題 
防衛産業強化の実践には大きく２つの課題があると考える。一つ目は、防衛産業における

人材の確保・育成である。これは日本のあらゆる産業で共通する課題だが、防衛産業におい

ても急務である。 
二つ目はモノづくりの高度化である。実戦を想定した今後の装備品の増産を達成するた

めには技能者の育成だけでは追い付かず、設計・製造を高度化し製造工程の自動化していく

ことが必須である。 
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